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※現段階で考えられる事項を整理したものであり、今後、

変更が有り得るものである。 
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第1章 総則 
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１． 目的 
この事務処理要領は、現在行われている介護保険料の特別徴収に加え、平成２０年

４月から国民健康保険料（税）及び後期高齢者医療保険料の特別徴収が開始される

ことに伴い、市町村と年金保険者との間の特別徴収に必要な通知授受（以下「情報

交換」という。）に係る事務処理を円滑に行うことを目的として作成したものです。 
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２． 用語の定義 
用  語 定    義 
特 別 徴 収 老齢若しくは退職、障害又は死亡を支給事由とする年金給付

（以下「老齢等年金給付」という。）の支払をする年金保険者

に保険料（税）を徴収させ、かつ、その徴収すべき保険料（税）

を納入させること。 
  基  準  日 年金保険者が、老齢等を事由とする年金を受給している６５歳

以上の者（国保においては６５歳以上７５歳未満の者）のうち、

年金額が１８万円以上の者を年金受給者原簿から抽出する際

の基準となる厚生労働大臣が定める日のこと。 

特別徴収対象者 基準日において、特別徴収の対象となる老齢等年金給付を受け

ている６５歳以上の者（国保においては６５歳以上７５歳未満

の者）のうち、年金額が１８万円以上の者のこと。 
特別徴収対象被保険者 年金保険者が市町村に通知した特別徴収対象者のうち、特別徴

収の方法により保険料（税）を徴収することが適当であると市

町村が認めた者のこと。 
  適 用 除 外 障害者支援施設に入所している者その他特別な理由がある者

で介護保険法施行規則第 170 条で定める者は、介護保険の被
保険者としないこと。（介護） 
 
生活保護法による保護を受けている世帯に属する者その他特

別の理由がある者で厚生労働省令で定める者は、後期高齢者医

療制度の被保険者としないこと。（後期高齢） 
 
他の保険者に属する者、生活保護法による保護を受けている世

帯に属する者、国民健康保険組合の被保険者その他特別の理由

がある者で厚生労働省令で定めるもの（国保） 
特別事情 災害その他の特別の事情があることにより、特別徴収の方法に

よって保険料（税）を徴収することが著しく困難であると認め

る者及び特別徴収対象者の通知に係る被保険者が少ないこと

その他の事情があることにより、特別徴収を行うことが適当で

ないと認められる市町村においては、特別徴収の方法によらな

いことができる。 
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住所地特例 住所地特例対象施設に入所等をするため、現住所地市町村の区

域外（後期高齢は広域連合の区域外）にある当該施設の所在地

に住所を変更した場合においても、変更前の住所地市町村（後

期高齢は広域連合）の被保険者となること。 
年金保険者 公的年金保険者のうち、社会保険庁長官（旧農林漁業団職員共

済組合を含む。）、国家公務員共済組合連合会、地方公務員共済

組合連合会及び日本私立学校振興・共済事業団のこと。 
各共済組合 国家公務員共済組合連合会、地方公務員共済組合連合会及び日

本私立学校振興・共済事業団のこと。 
市町村 普通地方公共団体たる市町村及び特別地方公共団体たる特別

区のこと。 
広域連合 特別地方公共団体たる広域連合のこと。 
年次 情報交換のうち年１回のサイクルで行うもののこと。 

具体的には、年金保険者から市町村への特別徴収対象者の通

知、市町村から年金保険者への特別徴収依頼の通知及び年金保

険者から市町村への特別徴収依頼処理結果の通知がこれに該

当する。 
定期 情報交換のうち年金の定期支払月（偶数月）の翌月に行う特別

徴収結果の通知のこと。 
月次 情報交換のうち、月 1回のサイクルで行うもののこと。 

具体的には、市町村から年金保険者への特別徴収各種異動の通

知及び年金保険者から市町村への特別徴収各種異動処理結果

の通知がこれに該当する。（月次捕捉による特別徴収追加候補

者の通知等を含む。） 
支払回数割保険料(税)額 特別徴収の方法により徴収する保険料（税）額から、当該年の

４月１日から９月３０日までの間に徴収される保険料（税）額

の合計額を控除して得た額を、当該年の１０月１日から翌年３

月３１日までの間における特別徴収対象年金給付の支払の回

数で除して得た額のこと。 
仮徴収 当該年の４月１日から９月３０日までの間に支払われる特別

徴収の対象となる年金給付から保険料（税）を徴収すること。 
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１／２判定 介護の支払回数割保険料額と国保の支払回数割保険料（税）額

又は介護の支払回数割保険料額と後期高齢の支払回数割保険

料額の合算額が、特別徴収対象年金給付を支払の回数で除して

得た額の１／２を超えた場合、後期高齢又は国保の保険料（税）

を普通徴収の方法によって徴収すること。 
仮徴収額 当該年度の前年度の最後に行われた特別徴収の対象となる年

金給付の支払に係る支払回数割保険料（税）額のこと。 
介護原簿 年金保険者が管理する、介護保険に関する年金受給者の情報が

収録された原簿のこと。 
国保原簿 年金保険者が管理する、国民健康保険に関する年金受給者の情

報が収録された原簿のこと。 
高齢者原簿 年金保険者が管理する、後期高齢者医療に関する年金受給者の

情報が収録された原簿のこと。 
介護被保険者台帳・ 
保険料納付原簿 

市町村が管理する、介護保険の被保険者に関する情報が収録さ

れた原簿のこと。 
国保被保険者台帳・ 
保険料（税）納付原簿 

市町村が管理する、国民健康保険の被保険者に関する情報が収

録された原簿のこと。 
後期高齢被保険者台帳・ 
  保険料納付原簿 

市町村が管理する、後期高齢者医療の被保険者に関する情報が

収録された原簿のこと。 
経由機関 年金保険者との情報交換の際、事務の効率化の観点から経由さ

せる機関。具体的には、年金保険者→国保中央会→国保連合会

→市町村又は市町村→国保連合会→国保中央会→年金保険者 
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３． 特別徴収に係る事務の概要 

(1) 情報交換の概要 
①  市町村は、年金保険者から通知された特別徴収対象者（特別徴収追加候補者）
情報に基づいて決定した、特別徴収対象被保険者及び支払回数割保険料（税）額

等を年金保険者に通知し、介護、国保、後期高齢の保険料（税）の年金からの特

別徴収を依頼します。 
 

②  年金保険者は、市町村からの依頼に基づき特別徴収処理を行い、当該処理結果
を市町村に通知します。また、徴収した介護、国保、後期高齢の保険料（税）を

市町村に納入します。 
 

(2) 年金保険者における情報交換に係る事務の概要 
 市町村は、年金保険者に介護、国保、後期高齢の保険料（税）を特別徴収させる

ため、年金保険者との間において経由機関を通じて情報交換を行います。 
 なお、年金保険者における情報交換に係る事務の概要は次のとおり。 
① 年金保険者→経由機関→市町村 

 年金保険者から市町村への特別徴収に係る通知については、各年金保険者から

の情報を経由機関において市町村ごとに分割し、各市町村へ通知します。 
 

② 市町村→経由機関→年金保険者 
 市町村から年金保険者への特別徴収に係る通知については、市町村が作成した

特別徴収依頼情報を、経由機関において集約し、年金保険者へ通知します。 
 なお、各年金保険者において、市町村からの通知に基づき所要の処理を行いま

す。 
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(3) 各種通知の概要 
年次（月次捕捉の追加候補者に係る通知） 
① 特別徴収対象者又は特別徴収追加候補者の通知 
（年金保険者→経由機関→市町村） 
 年金保険者は、当該年の４月１日を基準日とし、年金受給者原簿から特別徴収

対象者を抽出し、当該情報を経由機関を通じて当該年の５月３１日までに市町村

へ通知します。 
 また、６月１日、８月１日、１０月１日、１２月１日、２月１日を基準日とし、

年金受給者原簿から特別徴収の対象となる追加候補者を抽出し、当該情報を基準

日の属する月の翌々月の１０日までに経由機関を通じて市町村に通知します。 
 

② 特別徴収依頼又は特別徴収追加依頼の通知 
（市町村→経由機関→年金保険者） 
 市町村は、年金保険者から通知された特別徴収対象者情報又は特別徴収追加候

補者情報を基に、特別徴収対象被保険者の特定及び当該被保険者に係る保険料

（税）額の決定をし、当該情報を当該年の７月２７日（特別徴収追加候補者情報

が通知された場合にあっては、年金保険者から通知された月の翌々月の２０日）

までに経由機関を通じて年金保険者へ通知します。 
 また、年金保険者から通知された対象者のうち特別徴収依頼を行わない者につ

いてもその旨を通知します。 
 

③ 特別徴収依頼処理結果又は特別徴収追加依頼処理結果の通知 
（年金保険者→経由機関→市町村） 
 年金保険者は、市町村から通知された特別徴収依頼又は特別徴収追加依頼情報

を基に介護・国保・高齢者原簿を創成（更新）し、当該処理結果の情報を当該年

の９月３０日（特別徴収追加依頼情報が通知された場合にあっては市町村から通

知された月の翌々月の１０日）までに経由機関を通じて市町村へ通知します。 
 
定期 

○ 特別徴収結果の通知（年金保険者→経由機関→市町村） 
 年金保険者は、年金の定期支払月において、市町村から経由機関を通じて通知

された特別徴収（追加）依頼情報に基づき特別徴収処理を行い、徴収した保険

料（税）を年金の定期支払月の翌月１０日までに市町村へ納入します。 
 また、当該処理結果の情報についても、年金の定期支払月の翌月１０日までに

経由機関を通じて市町村へ通知します。 
※徴収した保険料（税）は、直接市町村へ納入します。 
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月次 
① 特別徴収各種異動の通知（市町村→経由機関→年金保険者） 

 市町村は、特別徴収対象被保険者が死亡・転出により被保険者資格を喪失した

場合、特別事情により特別徴収を中止する場合、仮徴収額を変更する場合及び住

所地特例の該当・不該当となった場合には、当該情報を毎月２０日までに経由機

関を通じて年金保険者へ通知します。 
 

② 特別徴収各種異動処理結果の通知（年金保険者→経由機関→市町村） 
 年金保険者は、市町村から通知された特別徴収各種異動情報に基づき処理を行

い、当該処理結果の情報を処理月の翌月（特別徴収各種異動の通知が行われた月

の翌々月）１０日までに経由機関を通じて市町村へ通知します。 
 
※ 通知日が行政機関の閉庁日の場合は、当該閉庁日の前日となります。 

 
   【参考：月次通知に係る処理サイクル（資格喪失等の処理の場合）】 
       （例１：通知月が偶数月の場合） 

 通知月 特別徴収 
中止処理月 

特別徴収が中止され

た年金の支払月 
依頼通知 

（市町村→年金保険者） 
６月２０日まで   

年金保険者における処理  ７月下旬  

処理結果の通知 
（年金保険者→市町村） 

８月１０日まで  ８月 

 
       （例２：通知月が奇数月の場合） 

 通知月 特別徴収 
中止処理月 

特別徴収が中止され

た年金の支払月 
依頼通知 

（市町村→年金保険者） 
７月２０日まで   

年金保険者における処理  ８月下旬  

処理結果の通知 
（年金保険者→市町村） 

９月１０日まで  １０月 
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第２章 年金保険者との情報交換に 

係る通知の概要 
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1. 通知の種類 
市町村と年金保険者との情報交換は、次の表に示す通知により行われます。 
 
【通知の種類】 

項番 サイクル 通知の種類 送付先 
１ 特別徴収対象者の通知 年金保険者→経由→市町村 

２ 特別徴収依頼の通知 市町村→経由→年金保険者 

３ 

 

 

年次 
 

特別徴収依頼処理結果の通知 年金保険者→経由→市町村 

４ 定期 特別徴収結果の通知 年金保険者→経由→市町村 

５ 特別徴収追加依頼の通知 

６ 資格喪失等の通知 

７ 仮徴収額変更の通知 

８ 

特
別
徴
収
各
種
異
動
の
通
知 住所地特例該当者の通知 

 
 
 
市町村→経由→年金保険者 

９ 特別徴収追加候補者の通知 

１０ 特別徴収追加依頼処理結果の通知 

１１ 資格喪失等処理結果の通知 

１２ 仮徴収額変更処理結果の通知 

１３ 

 
 
 
 
 
 
 
月次 

特
別
徴
収
各
種
異
動
処
理
結
果
の
通
知 住所地特例該当者処理結果の通知 

 
 
 
 
年金保険者→経由→市町村 
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2. 特別徴収対象者の通知（年金保険者→経由機関→市町村） 
 年金保険者は、当該年の４月１日を基準日とし、年金受給者原簿から特別徴収の対象

となる者を抽出し、当該情報を当該年の５月３１日までに経由機関を通じて市町村へ通

知します。 
 なお、特別徴収追加候補者の通知においては、６月１日、８月１日、１０月１日、     

１２月１日、２月１日を基準日とし、その翌々月の１０日までに経由機関を通じて市町

村へ通知します。 
 

(1) 特別徴収対象者の抽出 
 年金保険者は、当該年の４月１日（基準日）において、６５歳以上（国保におい

ては６５歳以上７５歳未満）であって、年金額１８万円以上*の次の（３）の年金
の支払を受けている者を抽出します。 
＊ 1つの年金において１８万円以上であること。 
 （年金種別による優先は、（３）にて後述。） 
 

(2) 特別徴収追加候補者の通知 
 年金保険者は当該年の６月１日、８月１日、１０月１日、１２月１日、２月１日

を基準日とし、その間に年金額１８万円以上の年金を受給している（することとな

った）者のうち次のいずれかに該当するに至った者を抽出します。 
 
イ) 介護保険 
① 老齢等年金給付を受ける権利の裁定を受け、当該年金保険者から当該老齢

等年金給付の支払を受けることとなった６５歳以上の者 
② 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち６５歳に

達した者（６５歳以後も引き続き当該老齢等年金給付の受給権を有する者

に限る。） 
③ 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち、当該年

金保険者に対し市町村の区域を越える住所の変更の届出を行った６５歳以

上の者 
 
ロ) 国民健康保険 
① 老齢等年金給付を受ける権利の裁定を受け、当該年金保険者から当該老齢

等年金給付の支払を受けることとなった６５歳以上７５歳未満の者 
② 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち６５歳に

達した者（６５歳以後も引き続き当該老齢等年金給付の受給権を有する者
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に限る。） 
③ 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち、当該年

金保険者に対し市町村の区域を越える住所の変更の届出を行った６５歳以

上７５歳未満の者 
 

ハ) 後期高齢者医療制度 
① 老齢等年金給付を受ける権利の裁定を受け、当該年金保険者から当該老齢

等年金給付の支払を受けることとなった６５歳以上の者 
② 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち６５歳及

び７５歳に達した者（６５歳及び７５歳以後も引き続き当該老齢等年金給

付の受給権を有する者に限る。） 
③ 当該年金保険者から老齢等年金給付の支払を受けている者のうち、当該年

金保険者に対し市町村の区域を越える住所の変更の届出を行った６５歳以

上の者 
 

(3) 特別徴収の対象となる年金 
 特別徴収の対象となる老齢若しくは退職、障害又は死亡を支給事由とする年金

（以下「特別徴収対象年金給付」という。）は次のとおりです。 
① 国民年金法による老齢基礎年金、障害基礎年金、遺族基礎年金及び同法付

則第９条の３第１項による老齢年金 
② 昭和６０年国民年金等改正法第１条の規定による改正前の国民年金法（以

下「旧国民年金法」という。）による老齢年金、通算老齢年金及び障害年金 
③ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）による障害厚生年金及び遺

族厚生年金 
④ 昭和６０年国民年金改正法第３条の規定による改正前の厚生年金保険法

（以下「旧厚生年金保険法」という。）による老齢年金、通算老齢年金、特

例老齢年金、障害年金、遺族年金、寡婦年金及び通算遺族年金 
⑤ 国家公務員共済組合法による障害共済年金及び遺族共済年金 
⑥ 国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第１０

５号。以下「昭和６０年国共済法等改正法」という。）第１条の規定による

改正前の国家公務員等共済組合法（以下「旧国共済法」という。）並びに昭

和６０年国共済法等改正法第２条の規定による改正前の国家公務員等共済

組合法の長期給付に関する施行法（昭和３３年法律第１２９号）による退

職年金、減額退職年金、通算退職年金、障害年金、遺族年金及び通算遺族

年金 
⑦ 地方公務員等共済組合法による障害共済年金及び遺族共済年金 
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⑧ 地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律    

第１０８号。以下「昭和６０年地共済法等改正法」という。）第１条の規定

による改正前の地方公務員等共済組合法（以下「旧地共済法」という。）並

びに昭和６０年地共済法等改正法第２条の規定による改正前の地方公務員

等共済組合法等の長期給付等に関する施行法（昭和３７年法律第１５３号）

による退職年金、減額退職年金、通算退職年金、障害年金、遺族年金及び

通算遺族年金 
⑨ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）による障害共済年金

及び遺族共済年金 
⑩ 私立学校教職員共済組合法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第１

０６号）第１条の規定による改正前の私立学校教職員共済組合法（以下「旧

私学共済法」という。）による退職年金、減額退職年金、通算退職年金、障

害年金、遺族年金及び通算遺族年金 
⑪ 船員保険法による障害年金及び遺族年金 
⑫ 昭和６０年国民年金等改正法第５条の規定による改正前の船員保険法（以

下「旧船員保険法」という。）による老齢年金、通算老齢年金、障害年金及

び遺族年金 
⑬ 移行農林共済年金（厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度

の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律

（平成１３年法律第１０１号。以下「平成１３年厚生農林統合法」という。）

附則第１６条第４項に規定する移行農林共済年金をいう。）のうち障害共済

年金及び遺族共済年金 
⑭ 移行農林年金（平成１３年厚生農林統合法附則第１６条第６項に規定する

移行農林年金をいう。）のうち退職年金、減額退職年金、通算退職年金、障

害年金、遺族年金及び通算遺族年金 
 

 なお、同一の特別徴収対象被保険者について、２つ以上の年金を受給中の場

合は、次に掲げる順序に従い、先順位の老齢等年金給付について保険料（税）

を徴収します。優先順位については【年金保険者による優先】を第１順位、【年

金種別による優先】を第２順位とします。 
 
1. 旧国民年金法による老齢年金又は通算老齢年金 
2. 旧厚生年金保険法による老齢年金、通算老齢年金又は特例老齢年金 
3. 旧船員保険法による老齢年金又は通算老齢年金 
4. 旧国共済法による退職年金、減額退職年金又は通算退職年金（厚生年金保
険法等の一部を改正する法律（平成８年法律第８２号。以下「平成８年改



 - 14 - 

正法」という。）附則第３条第８号に規定する旧適用法人共済組合が支給す

るものに限る。） 
5. 国民年金法による障害基礎年金 
6. 厚生年金保険法による障害厚生年金 
7. 船員保険法による障害年金 
8. 旧国民年金法による障害年金 
9. 旧厚生年金保険法による障害年金 
10. 旧船員保険法による障害年金 
11. 国家公務員共済組合法による障害共済年金（平成８年改正法附則第３条第
８号に規定する旧適用法人共済組合が支給するものに限る。） 

12. 旧国共済法による障害年金（平成８年改正法附則第３条第８号に規定する
旧適用法人共済組合が支給するものに限る。） 

13. 国民年金法による遺族基礎年金 
14. 厚生年金保険法による遺族厚生年金 
15. 船員保険法による遺族年金 
16. 旧厚生年金保険法による遺族年金、寡婦年金又は通算遺族年金 
17. 旧船員保険法による遺族年金 
18. 国家公務員共済組合法による遺族共済年金（平成８年改正法附則第３条第
８号に規定する旧適用法人共済組合が支給するものに限る。） 

19. 旧国共済法による遺族年金又は通算遺族年金（平成８年改正法附則第３条
第８号に規定する旧適用法人共済組合が支給するものに限る。） 

20. 旧国共済法による退職年金、減額退職年金又は通算退職年金（第４号に掲
げる場合を除く。） 

21. 国家公務員共済組合法による障害共済年金（第１１号に掲げる場合を除
く。） 

22. 旧国共済法による障害年金（第１２号に掲げる場合を除く。） 
23. 国家公務員共済組合法による遺族共済年金（第１８号に掲げる場合を除
く。） 

24. 旧国共済法による遺族年金又は通算遺族年金（第１９号に掲げる場合を除
く。） 

25. 移行農林年金退職年金、減額退職年金又は通算退職年金 
26. 移行農林共済年金のうち障害共済年金 
27. 移行農林年金のうち障害年金 
28. 移行農林共済年金のうち遺族共済年金 
29. 移行農林年金のうち遺族年金又は通算遺族年金 
30. 旧私学共済法による退職年金、減額退職年金又は通算退職年金 
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31. 私立学校教職員共済法による障害共済年金 
32. 旧私学共済法による障害年金 
33. 私立学校教職員共済法による遺族共済年金 
34. 旧私学共済法による遺族年金又は通算遺族年金 
35. 旧地共済法による退職年金、減額退職年金又は通算退職年金 
36. 地方公務員等共済組合法による障害共済年金 
37. 旧地共済法による障害年金 
38. 地方公務員等共済組合法による遺族共済年金 
39. 旧地共済法による遺族年金又は通算遺族年金 

 
【参考１】特別徴収対象者の抽出について 
 前年度において特別徴収されなかった者又は転出・特別事情該当等により特別徴収

が中止となった者については、当該年度における基準日での特別徴収対象者の抽出は

新規者として行われます。 
 一方、前年度において特別徴収対象被保険者であった者については、当該年度にお

ける基準日での特別徴収対象者の抽出は継続者として行います。 
 したがって、前年度において特別徴収対象被保険者が住所地特例に該当し、市町村

から年金保険者へ住所地特例該当者の通知を行い、当該被保険者が年金保険者へ住所

変更を行った場合についても、特別徴収が継続されているため、引き続き従前の市町

村へ特別徴収対象者の通知を行います。 
  
 【参考２】社会保険庁と各共済組合（地方公務員共済組合を除く。）との情報交換 
 社会保険庁は、各共済組合が抽出した特別徴収対象者（追加候補者）と社会保険業       

務センターが抽出した特別徴収対象者（追加候補者）を同センターにおいて取りまと

め、上記「（３）特別徴収の対象となる年金」の順に従い、１つの特別徴収対象年金

給付を選定し、経由機関を通じて市町村へ通知します。 
 
【参考３】地方公務員共済組合連合会と市町村との情報交換 
 特別徴収対象者に係る特別徴収対象年金給付が「（３）特別徴収の対象となる年金」

の３５、３６，３７、３８、３９に係る退職年金、減額退職年金、通算退職年金、

障害共済年金、障害年金、遺族共済年金、遺族年金、通算遺族年金の場合の地方公

務員共済組合と市町村との情報交換は、地方公務員共済組合連合会を経由したうえ

で、経由機関を通じて市町村へ通知します。 
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3. 特別徴収（追加）依頼の通知（市町村→経由機関→年金保険者） 
 市町村は、年金保険者から通知された特別徴収対象者（又は特別徴収追加候補者）情

報を基に特別徴収対象被保険者の特定及び当該被保険者に係る支払回数割保険料（税）

額を決定し、当該情報を当該年の７月２７日（特別徴収追加候補者にあっては情報が

通知された月の翌々月の２０日）まで※に、年金保険者へ通知します。 
 
(1) 特別徴収対象被保険者の特定 

 市町村は市町村が管理する被保険者台帳・保険料（税）納付原簿と年金保険者か

ら通知された特別徴収対象者情報（又は特別徴収追加候補者情報）を突合し、特別

徴収対象被保険者の特定及び当該被保険者に係る支払回数割保険料（税）額を決定

します。 
 

(2) 特別徴収依頼の通知（特別徴収追加依頼の通知） 
 市町村は、経由機関を通じて、特別徴収依頼情報（又は特別徴収追加依頼情報）

を当該年の７月２７日（特別徴収追加候補者にあっては情報が通知された月の翌々

月の２０日）まで※に、年金保険者へ通知します。 
 
※ 現行の介護保険における社会保険庁への通知期日を記載したものであり、２０年 
  ４月以降に関しては変更の可能性があるものです。 
 

【月次捕捉における通知時期】 現行介護保険における社会保険庁スケジュール 
対象者 年金保険者→市町村 

（追加候補者情報） 
市町村→年金保険者 
（徴収依頼情報） 

年金からの 
特別徴収開始月 

６月捕捉 ８月１０日まで １０月２０日まで 
（２月２０日まで） 

１２月 
（４月） 

８月捕捉 １０月１０日まで １２月２０日まで 
（２月２０日まで） 

２月 
（４月） 

１０月捕捉 １２月１０日まで ２月２０日まで ４月 
１２月捕捉 ２月１０日まで ４月２０日まで ６月 
２月捕捉 ４月１０日まで ６月２０日まで ８月 
＊６月、８月の捕捉対象者は、市町村の判断で特別徴収の開始時期を選択可能。（市町

村単位）ただし、同一時期の通知に係る介護、国保及び後期高齢の特別徴収開始時期

は同時期とする。（開始時期を４月とする場合は、カッコ内スケジュールとなる。） 
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(3) 留意事項 
①  市町村において、市町村が管理する被保険者台帳・保険料（税）納付原簿と

年金保険者から通知された特別徴収対象者情報（又は特別徴収追加候補者情

報）とを突合した結果、特別徴収の対象外と判断した者（国保・後期高齢にお

いては、介護保険料との合算額が対象年金額の１／２を超える場合を含む。）

及び本人特定が行えなかった者についても、特別徴収を行わない旨を年金保険

者に通知します。 
 

②  特別徴収追加依頼は、年金保険者から追加候補者情報が市町村に通知された

月の翌月から可能となります。（６月捕捉の者が８月１０日に通知された場合、

８月２０日に依頼を行うことはできません。） 
 

③  ６月捕捉、８月捕捉の対象者に係る特別徴収追加依頼については、市町村の

判断により特別徴収の開始月を４月（１０月捕捉者と合わせて２月２０日まで

に依頼）まで市町村にて待機することを可能としています。ただし、６月捕捉

者の開始月を２月にすることはできません。 
 また、６月、８月捕捉者を４月まで延期する場合は、介護・国保・後期高齢

の全制度を延期することとし、かつ、全ての対象者が延期されることとなりま

す。（介護のみ延期や、一部の者のみ延期することはできません。） 
 

④  市町村において特別徴収対象被保険者として特定した者については、各種金
額欄の「金額１」、「金額２」を次のように設定してください。 
 なお、当該年度の支払回数割保険料（税）額に端数調整が生じない場合は、

「金額１」、「金額２」に同じ金額を設定してください。 
 
【「各種金額」欄の設定内容 年次の特別徴収依頼通知の場合】 
各種金額欄 設定内容 
金額１ 端数金額を合算した支払回数割保険料（税）額 

（１０月の年金定期支払時に特別徴収する額） 
金額２ 定額の支払回数割保険料（税）額 

（１２月以降の年金定期支払時に特別徴収する額） 
 
⑤  市町村において特別徴収追加対象被保険者として特定した者については、各
種金額欄の「金額１」に支払回数割保険料（税）額の見込額を算定のうえ設定

してください。 
 なお「金額２」には初期値（全桁０）を設定してください。 
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【「各種金額」欄の設定内容 特別徴収追加依頼通知の場合】 
各種金額欄 設定内容 
金額１ 定額の支払回数割保険料（税）額の見込額 
金額２ 初期値を設定（全桁０） 

 
【注 1】 
  各種金額欄の「金額１」に「０円」を設定した場合、当該年度の１０月から次年度の    
８月までの間については特別徴収が行われないのでご注意下さい。 
 また、支払回数割保険料（税）額欄すべてが１００円未満である場合、１０月の年金定

期支払月の特別徴収において合算することとされており、各種金額欄の「金額１」に合算

後の額、「金額２」に「０円」を設定した場合には、当該年度の１２月から次年度の８月ま

での間については特別徴収が行われないのでご注意ください。（なお、１０月については「金

額１」に設定された額を特別徴収します。） 
 
【注２】 
 前年度から引き続き仮徴収（４月、６月、８月）が行われており、かつ、特別徴収対象

者の通知に収録されていた者で仮徴収期間中に特別徴収各種異動の通知により特別徴収中

止となった者については、特別徴収依頼の通知により１０月以降の特別徴収の依頼を行う

ことが可能です。 
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4. 特別徴収（追加）依頼処理結果の通知（年金保険者→経由機関→市町村） 
 年金保険者は、市町村から経由機関を通じて通知された特別徴収（追加）依頼情報を

基に介護原簿・国保原簿・高齢者原簿をそれぞれ創成（更新）し、当該処理結果情報

を当該年の９月３０日（特別徴収追加依頼情報が通知された場合にあっては通知され

た月の翌々月の１０日）までに経由機関を通じて市町村へ通知します。 
 
(1) 介護原簿・国保原簿・高齢者原簿の創成（更新） 

 年金保険者は、市町村から経由機関を通じて通知された特別徴収（追加）依頼情

報を基に介護原簿・国保原簿・高齢者原簿を創成（更新）します。 
 

(2) 特別徴収依頼処理結果の通知 
 年金保険者は、特別徴収依頼処理結果情報として当該年の９月３０日（特別徴収

追加依頼処理結果情報にあっては、特別徴収追加依頼情報が通知された月の翌々月

の１０日）までに経由機関を通じて市町村へ通知します。 
 

(3) 留意事項 
① 年金保険者は、経由機関を通じて市町村から通知された者全員に係る処理結果

を通知します。なお、対象者は次のいずれかに区分されます。 
(ア) 特別徴収対象被保険者として受理された者 
(イ) 特別徴収非対象者として受理された者 
(ウ) 特別徴収依頼の通知の該当者で、年金給付の状態が失権、差止、支払年金額
不足※のいずれかにある者 

(エ) 特別徴収依頼の通知において突合エラーが発生した者 
 
※支払年金額不足の場合は以下の通りとなる。 
A)  当該支払年金が介護保険料と国保保険料（税）の合算額又は介護保険料と
後期高齢者医療保険料の合算額には不足するが、介護保険料のみであれば

不足しない場合は、介護保険料に係る処理結果は（ア）となり、国保保険

料（税）又は後期高齢者医療保険料に係る処理結果は（ウ）となる。 
B)  当該支払年金が介護保険料と国保保険料（税）の合算額又は介護保険料と
後期高齢者医療保険料の合算額に不足し、介護保険料のみにも不足する場

合は、介護保険料に係る処理結果は（ウ）、国保保険料（税）又は後期高齢

者医療保険料に係る処理結果も（ウ）となる。 
なお、当該支払年金が減額されたものの、介護保険料と国保保険料（税）

の合算額又は介護保険料と後期高齢者医療保険料との合算額を徴収できる
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場合であって、支払年金額の１／２を超えることとなった場合は、介護保

険料に係る処理結果は（ア）、国保保険料（税）又は後期高齢者医療保険料

に係る処理結果も（ア）となり、特別徴収の対象者となる。 
 

② 特別徴収依頼処理結果の通知の「処理結果」欄の設定について 
 年金保険者は、市町村が作成した情報に対して、「処理結果」欄に次のコード

を設定します。なお、「処理結果コード」が「００」以外※の場合は、当該年度

の１０月から次年度の８月までの間について特別徴収が行えないことから特別

徴収結果の通知は行われません。 
※市町村が特別徴収非対象者として通知した者については、年金保険者から「処

理結果コード」が「００」で通知された場合についても、特別徴収は行          

われません。 
  【「処理結果」欄の設定内容】 

 内容 コード 
特別徴収対象被保険者

又は特別徴収非対象者

として受理された者 

正 常 「００」 

失権 失権 
裁定取消 

「０１」 

差止 差止 「０２」 
支払保留 
担保設定 

年金給付の状態が失権、

差止、支払年金額不足の

いずれかに該当する者 
支払年金

額不足 
その他の年金諸変更 

「０３」 

１レコード内単項目エラー 「５０」 
相関エラー 「５１」 

特別徴収依頼の通知に

おいて突合エラーが発

生した者 原簿突合エラー 「５２」 
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5. 特別徴収結果の通知（年金保険者→経由機関→市町村） 
 年金保険者は、年金の定期支払月において、市町村から経由機関を通じて通知された

特別徴収（追加）依頼情報に基づき特別徴収処理を行い、徴収した保険料（税）を年

金定期支払月の翌月１０日までに市町村へ納入（指定口座へ入金）します。 
 また、当該処理結果情報についても、年金定期支払月の翌月１０日までに、経由機関

を通じて市町村へ通知します。 
 
(1) 特別徴収処理 

 年金保険者は、年金定期支払月において、市町村から経由機関を通じて通知さ

れた特別徴収（追加）依頼情報を基に、特別徴収対象被保険者に係る支払回数割

保険料（税）額を特別徴収の方法により徴収します。 
 また、徴収した保険料（税）は、年金保険者が個々に年金定期支払月の翌月１

０日までに、市町村へ納入（指定口座へ入金）します。 
 

(2) 特別徴収結果の通知 
 年金保険者は、年金定期支払月の翌月１０日までに、特別徴収結果情報として、

経由機関を通じて、市町村へ通知します。 
 

(3) 留意事項 
① 特別徴収結果の通知の「各種区分」欄の設定について 

 年金保険者は、各制度の特別徴収結果の通知において、「各種区分」欄に次

のコードを設定します。 
 なお「各種区分」欄のコードが「００」以外の場合は当該通知の対象となる

年金定期支払月から特別徴収は中止となり、次回以降の特別徴収結果の通知は

行われません。ただし、国保又は後期高齢の特別徴収結果の通知のみが「００」

以外となり、介護特別徴収結果は「００」であるときは、次回以降も介護の特

別徴収結果の通知は継続します。 
【「各種区分」欄の設定内容】 
 内容 コード 
年金の定期支払の際、保険料を差し引いた者 正常 「００」 

失権 「０１」 
差止 「０２」 

年金の定期支払の際、保険料を差し引けなか

った者 
支払年金額不足 「０３」 
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② 特別徴収結果情報に収録される通知について 
 特別徴収結果情報には、各制度に係る「特別徴収結果の通知」のほかに各制

度に係る「特別徴収各種異動処理結果の通知」（「特別徴収追加候補者の通知」、

「特別徴収追加依頼処理結果の通知」、「資格喪失等処理結果の通知」、「仮徴収

額変更処理結果の通知」及び「住所地特例該当者処理結果の通知」）が収録さ

れます。 
 ただし、特別徴収結果の通知は、年金定期支払月の翌月のみの収録となりま

す。 
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6. 特別徴収各種異動の通知（市町村→経由機関→年金保険者）及び 

特別徴収各種異動処理結果の通知（年金保険者→経由機関→市町村） 

 市町村は、特別徴収対象被保険者が死亡・転出により被保険者資格を喪失等した場合、

特別事情により特別徴収を中止する場合、仮徴収額を変更する場合及び住所地特例の

該当・非該当となった場合には、当該情報を毎月２０日までに年金保険者へ通知しま

す。 
 

(1) 特別徴収各種異動の通知 
 特別徴収対象被保険者が被保険者資格を喪失等した場合、市町村は、経由機関

を通じて、特別徴収各種異動情報を毎月２０日までに年金保険者へ通知します。 
 なお、特別徴収各種異動情報の種類については次の通りです。 
 
① 資格喪失等の通知 

 各制度の特別徴収対象被保険者が次の事由に該当したことにより、当該被保

険者に係る特別徴収を中止する場合に通知します。 
イ) 介護保険 
・ 他市町村への転出・死亡の場合（資格喪失） 
・ 特別徴収対象被保険者に係る当該年度の保険料額が、年金保険者に対し特

別徴収依頼を行った後の当該年度中において減額とされた場合 
・ 特別徴収対象被保険者に係る当該年度の保険料額が、年金保険者に対し特

別徴収依頼を行った後の当該年度において増額をされた場合において、支

払回数割保険料額から既に特別徴収の方法により徴収された額を控除した

額の全部について、普通徴収の方法により徴収することが適当と市町村が

認めた場合 
・ 以下の事由により、適用除外の対象となる場合 
（１）障害者自立支援法第１９条第１項の規定による支給決定及び同法第  

５条第１１項に規定する施設入所支援を受けて同法第２９条第１項に

規定する指定障害者支援施設に入所している身体障害者であること 
（２）身体障害者福祉法第１８条第２項の規定により障害者自立支援法第５

条第１２項に規定する障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）

に入所している身体障害者であること 
（３）介護保険法施行規則第１７０条第２号に掲げる施設に入所又は入院し

ていること 
・ 災害等により特別徴収の方法により保険料を徴収することが適当でないと
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市町村が認めた場合 
 

ロ) 国民健康保険 
・ 他市町村への転出・死亡・国民健康保険法第６条の適用除外に該当する場

合（資格喪失） 
・ 特別徴収対象被保険者に係る当該年度の保険料（税）額が、年金保険者に

対し特別徴収依頼を行った後の当該年度中において減額とされた場合 
・ 特別徴収対象被保険者に係る当該年度の保険料（税）額が、年金保険者に

対し特別徴収依頼を行った後の当該年度において増額をされた場合におい

て、支払回数割保険料（税）額から既に特別徴収の方法により徴収された

額を控除した額の全部について、普通徴収の方法により徴収することが適

当と市町村が認めた場合 
・ 以下の事由により、介護保険の適用除外の対象となる場合 
（１）障害者自立支援法第１９条第１項の規定による支給決定及び同法第  

５条第１１項に規定する施設入所支援を受けて同法第２９条第１項に

規定する指定障害者支援施設に入所している身体障害者であること 
（２）身体障害者福祉法第１８条第２項の規定により障害者自立支援法第５

条第１２項に規定する障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）

に入所している身体障害者であること 
（３）介護保険法施行規則第１７０条第２号に掲げる施設に入所又は入院し

ていること 
・ 国民健康保険法第１１６条の２に該当する場合（住所地特例）であって、

介護保険の住所地特例の対象とならない場合 
・ 災害等により特別徴収の方法により保険料（税）を徴収することが適当で

ないと市町村が認めた場合 
 

ハ) 後期高齢者医療制度 
・ 他都道府県への転出・死亡・高齢者の医療の確保に関する法律第５１条の

適用除外に該当する場合（資格喪失） 
・ 広域連合の区域内において、市町村の区域を越える住所の異動をした場合

（徴収市町村変更） 
・ 特別徴収対象被保険者に係る当該年度の保険料額が、年金保険者に対し特

別徴収依頼を行った後の当該年度中において減額とされた場合 
・ 特別徴収対象被保険者に係る当該年度の保険料額が、年金保険者に対し特

別徴収依頼を行った後の当該年度において増額をされた場合において、支

払回数割保険料額から既に特別徴収の方法により徴収された額を控除した
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額の全部について、普通徴収の方法により徴収することが適当と市町村が

認めた場合 
・ 以下の事由により、介護保険の適用除外の対象となる場合 
（１）障害者自立支援法第１９条第１項の規定による支給決定及び同法第  

５条第１１項に規定する施設入所支援を受けて同法第２９条第１項に

規定する指定障害者支援施設に入所している身体障害者であること 
（２）身体障害者福祉法第１８条第２項の規定により障害者自立支援法第５

条第１２項に規定する障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）

に入所している身体障害者であること 
（３）介護保険法施行規則第１７０条第２号に掲げる施設に入所又は入院し

ていること 
・ 高齢者の医療の確保に関する法律第５５条に該当する場合（住所地特例）

であって、介護保険の住所地特例の対象とならない場合 
・ 災害等により特別徴収の方法により保険料を徴収することが適当でないと

市町村が認めた場合 
② 仮徴収額変更の通知 

 各制度の当該年度の６月１日から９月３０日までの間において徴収する支

払回数割保険料（税）額（当該年度の前年度の最後に徴収された支払回数割保

険料（税）額と同額）が適当でないと市町村が認め、６月又は８月の年金定期

支払月に特別徴収する支払回数割保険料（税）額を変更する場合に通知します。 
 
※ 仮徴収額変更の際は、１／２判定は行いません。 
 

③ 住所地特例該当者の通知 
 特別徴収対象被保険者が住所地特例の適用を受ける被保険者に該当した場

合に通知します。ただし、国保又は後期高齢において住所地特例の適用を受け

るものの、介護保険の資格喪失等に該当する場合においては、国保又は後期高

齢も資格喪失等の通知を行います。 
 

(2) 特別徴収各種異動処理結果の通知 
 年金保険者は、各種異動情報の処理結果を特別徴収結果情報として経由機関を

通じ、市町村へ通知します。 
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(3) 留意事項 
① 特別徴収各種異動の通知時期と特別徴収中止時期 

 
 
 
 
 
 
 

【注】 
７月の特別徴収各種異動の通知（７月２０日提出期限）については、当該年

度の特別徴収依頼（年次処理、１０月定期支払より有効）の情報を基に異動

通知を作成する必要がありますのでご注意ください。 
 
② 仮徴収額変更の通知の「各種金額」欄の設定について 

 仮徴収額を変更する場合は、各種金額欄の「金額１」「金額２」を次のよう

に設定してください。 
 
【「各種金額」欄の設定内容】 
各種金額欄 設定内容 
金額１ 変更後の仮徴収額 
金額２ 全桁「０」 

 
 また、年金の６月定期支払と８月定期支払における仮徴収額を同額で変更する

場合は４月に、８月定期支払における仮徴収額を変更する場合は５月又は６月に

仮徴収額変更の通知を提出してください。 
 なお、６月定期支払と８月定期支払の仮徴収額をそれぞれ別額で変更する必要

がある場合は、仮徴収額変更の通知を２回行う必要があります（４月に一回、５

月又は６月に一回）。 
 
※ 同一制度における同一者に対し、５月、６月ともに仮徴収額変更の通知が提

出された場合は、６月の仮徴収額変更の通知を基に処理します。 
 
 事例 通知時期 
例１ ８月定期支払のみ変更する場合 

（年金定期支払１回分を変更） 
５月又は６月に仮徴収額変更

の通知を行う。 

市町村から

の通知 
特別徴収 
中止時期 

３
月
通
知 

４
月
通
知 

５
月
通
知 

６
月
通
知 

７
月
通
知 

８
月
通
知 

９
月
通
知 

１
０
月
通
知 

１
１
月
通
知 

１
２
月
通
知 

１
月
通
知 

２
月
通
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例２ ６月、８月の年金定期支払分を変更する場合 
（定期支払２回分を同額で変更） 

４月に仮徴収額変更の通知を

行う。 
例３ ６月、８月の年金定期支払分を変更する場合 

（定期支払２回分を別額で変更） 
４月と、５月又は６月に仮徴

収額変更の通知を行う。（2回） 
 
【注意１】 
 「金額１」を「０円」と設定した場合、特別徴収の中止の扱いとし当該通知

の処理後の特別徴収は行わないこととなりますので注意してください。 
 また、仮徴収額変更処理結果の通知の「処理結果」欄には「５０（１レコー

ド内単項目エラー）」を設定し、市町村に送付します。 
 
【注意２】 
 仮徴収額変更の通知において、「金額１」に「０円」を設定し、８月の定期

支払月までの特別徴収が中止となった者で、かつ、当該年度において特別徴

収対象者の通知が行われた者については、特別徴収依頼の通知により１０月

の年金定期支払月からの特別徴収を依頼することは可能です。 
 
 
③ 住所地特例該当者の通知の「市町村コード」欄等の設定について 

 住所地特例該当者となった場合でも特別徴収の保険者（市町村）は変わら

ないため、「市町村コード」欄には、引き続き従前の市町村コードを設定して

ください。 
 また、「住所」欄については、情報交換キー（本人特定キー）としているた

め、住所地特例該当者となった場合でも年金保険者が収録した住所をそのま

ま設定してください。 
 なお、住所地特例該当者に関する年金保険者からの通知についても、引き

続き従前の市町村に行います。（「資格喪失等の通知」等により特別徴収が中

止されない限り、翌年度以降の特別徴収対象者の情報についても従前の市町

村に通知することとなります。） 
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④ 年金保険者が保有する各制度の原簿の状態と各制度の特別徴収各種異動の通
知に係る処理との関係 
 
 資格喪失等の通知の場合 
 
原簿の状態 処理 事例 

特別徴収継続中 正常処理 ア、ウ 
特別徴収中止済 
（市町村に通知済） 

処理結果コードにエラーコードを設定 イ 

資格喪失済 
（市町村に通知済） 

処理結果コードにエラーコードを設定 エ 

【事例】 
(ア) 原簿上は特別徴収継続中の状態で、市町村から資格喪失等の通知が提出
された場合は、当該通知に基づき処理を行います。 

(イ) 年金保険者において特別徴収中止事由（失権、差止等）が発生し、既に
市町村へ特別徴収中止の旨の通知を行っている状態で、市町村から資格

喪失等の通知が提出された場合は、エラーとして処理されます。 
(ウ) 資格喪失等の通知が年金保険者における特別徴収中止事由の発生と同時
期に提出された場合（原簿上は特別徴収継続中）は、当該通知に基づき

処理を行い、資格喪失等処理結果の通知に処理結果を収録しますが、特

別徴収結果の通知には中止情報は収録しません。 
(エ) 年金保険者において市町村からの資格喪失等の通知に基づき資格喪失処
理を行った後、再度市町村から資格喪失等の通知が提出された場合は、

当該通知はエラーとして処理されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 29 - 

仮徴収額変更の通知の場合 
 
原簿の状態 処理 事例 

特別徴収継続中 正常処理 ア、ウ 
特別徴収中止済 
（市町村に通知済） 

処理結果コードにエラーコードを設定 イ 

資格喪失済 
（市町村に通知済） 

処理結果コードにエラーコードを設定 エ 

【事例】 
(ア)  原簿上は特別徴収継続中の状態で、市町村から仮徴収額変更の通知が提
出された場合は、当該通知に基づき処理を行います。 

(イ)  年金保険者において特別徴収中止事由（失権、差止等）が発生し、既に
市町村へ特別徴収中止の旨の通知を行っている状態で、市町村から仮徴

収額変更の通知が提出された場合は、エラーとして処理されます。 
(ウ)  仮徴収額変更の通知が年金保険者における特別徴収中止事由の発生と
同時期に提出された場合（原簿上は特別徴収継続中）は、当該通知に基

づき処理を行い、仮徴収額変更処理結果の通知に処理結果を収録します。 
 また、特別徴収結果の通知に中止情報を収録します。 

(エ)  年金保険者において市町村からの資格喪失等の通知に基づき資格喪失
処理を行った後、市町村から仮徴収額変更の通知が提出された場合は、

当該通知はエラーとして処理されます。 
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 住所地特例該当者の通知の場合 
 
原簿の状態 処理 事例 

特別徴収継続中 正常処理 ア、ウ 
特別徴収中止済 
（市町村に通知済） 

処理結果コードにエラーコードを設定 イ 

資格喪失済 
（市町村に通知済） 

処理結果コードにエラーコードを設定 エ 

特別徴収継続中 
（住所地特例該当） 

処理結果コードにエラーコードを設定 オ 

      【事例】 
(ア)  原簿上は特別徴収継続中の状態で、市町村から住所地特例該当者の通
知が提出された場合は、当該通知に基づき処理を行います。 

(イ)  年金保険者において特別徴収中止事由（失権、差止等）が発生し、既
に市町村へ特別徴収中止の旨の通知を行っている状態で、市町村から住

所地特例該当者の通知が提出された場合は、エラーとして処理されます。 
(ウ)  住所地特例該当者の通知が年金保険者における特別徴収中止事由の
発生と同時期に提出された場合（原簿上は特別徴収継続中）は、当該通

知に基づき処理を行い、住所地特例該当者処理結果の通知に処理結果を

収録します。 
 また、特別徴収結果の通知に中止情報を収録します。 

(エ)  年金保険者において市町村からの資格喪失等の通知に基づき資格喪
失処理を行った後、市町村から住所地特例該当者の通知が提出された場

合は、当該通知はエラーとして処理されます。 
(オ)  既に原簿において住所地特例該当である状態で、市町村から住所地特
例該当者の通知が提出された場合は、当該通知はエラーとして処理され

ます。 
 また、原簿において住所地特例非該当である状態で、市町村から住所

地特例該当者の通知（「各種区分」欄において「０２：住所地特例該当

解除」）が提出された場合についても、同様にエラーとして処理されま

す。 
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⑤ 特別徴収各種異動処理結果の通知の「処理結果」欄の設定について 
 年金保険者は、市町村から通知された特別徴収各種異動の通知に対して、

「処理結果」欄に次のコードを設定します。 
 ただし、「処理結果コード」が「５０」「５１」「５２」の場合は、当該通知

に係る処理が行えないことから、従前の原簿の状態を基に、引き続き特別徴

収を行うこととなります。 
 したがって、当該被保険者については、次サイクル以降再度特別徴収各種

異動の通知を提出していただく必要があります。 
 なお、仮徴収額変更の通知において「金額１」欄を「０円」と設定した場

合は処理結果コードに「５０（１レコード内単項目エラー）」を設定し特別徴

収を中止します。 
         
 【「処理結果」欄の設定内容】 

コード 内容 
「００」 正常 
「５０」 １レコード内単項目エラー 
「５１」 相関エラー 
「５２」 原簿突合エラー 
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参考 各種通知の通知時期（現在の介護保険における通知時期） 

 
通知の種類 サイクル 通知先 通知時期 

特別徴収対象者の通知 年次 年保→経由→市町村 ５月３１日まで 
特別徴収依頼の通知 年次 市町村→経由→年保 ７月２７日まで 
特別徴収依頼処理結果の通知 年次 年保→経由→市町村 ９月３０日まで 
特別徴収結果の通知 定期 年保→経由→市町村 年金の各定期支払月の翌

月１０日まで 
特別徴収追加依頼

の通知 
月次 市町村→経由→年保 １０月、１２月、２月、

４月、６月の２０日まで 
資格喪失等の通知 月次 市町村→経由→年保 毎月２０日まで 
仮徴収額変更の通

知 
月次 市町村→経由→年保 ４，５，６月の２０日ま

で 

 
 
 
特別徴収各

種異動の通

知 住所地特例該当者

の通知 
月次 市町村→経由→年保 毎月２０日まで 

特別徴収追加候補

者の通知 
月次 年保→経由→市町村 ８月、１０月、１２月、

２月、４月の１０日まで 
特別徴収追加依頼

処理結果の通知 
月次 年保→経由→市町村 １２月、２月、４月、６

月、８月の１０日まで 
資格喪失等処理結

果の通知 
月次 年保→経由→市町村 毎月１０日まで 

仮徴収額変更処理

結果の通知 
月次 年保→経由→市町村 ６，７，８月の１０日ま

でに順次送付 

 
 
 
特別徴収各

種異動処理

結果の通知 

住所地特例該当者

処理結果の通知 
月次 年保→経由→市町村 毎月１０日まで 

    ※ 通知先欄の「年保」は年金保険者、「経由」は経由機関のこと 
（注１） 
現在の介護保険における通知期日を記載したものであり、経由機関への通知の時期は別   

途定めることとなる予定である。 
 
（注２） 
通知日が行政機関の閉庁日の場合は、当該閉庁日の前日となります。 
また、年金の定期支払月の翌月の特別徴収各種異動処理結果の通知については、特別徴

収結果の通知と併せて通知します。 
 


